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『2016（平成 28）年度新入生の生活に関する調査』
   —— 学生のキャリア意識および学生支援に関する一考察
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Report on "The Research on the Life of the New Students of 2016": 
A Study on Their Career Prospects and Student Support Services
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Ochanomizu University, Student and Career Support Center

   This paper reports the results of our research on the lives of new students at Ochanomizu 
University and their guardians in 2016, focusing on their career prospects and student 
support services. Three hundred and fifty-two new students and three hundred and forty-three 
guardians completed questionnaire surveys about student life, career prospects, dormitories, 
and their families. The main findings are as follows: 1. The percentage of students with anxiety 
about classwork and results in student life is 71.9%. 2. Although the percentage of guardians 
who know dormitories of Ochanomizu University has decreased in the last five years, the 
percentage of students who want to live in dormitory has increased in the past year. 3. The 
percentage of students who wish to join a graduate course is 46.0%. 4. In total, 49.2% of the 
students answered that their fathers are involved in their future and seeking employment, and 
63.1% of the students answered that their mothers are also involved.
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はじめに

　お茶の水女子大学では、2011（平成 23）年度よ
り、学部新入生とその保護者を対象とした質問紙調
査『新入生生活調査』を毎年実施している。2016（平
成 28）年 3 月に実施した本調査はその 6 回目であり、
学生・キャリア支援センターが調査主体である。
　調査目的は、学生本人および保護者の大学へのニー
ズを明らかにすることによって、お茶の水女子大学の
学生支援およびキャリア支援活動をより効果的に行う
ための基礎資料とすることである。
　本稿では、2016（平成 28）年度新入生および保護
者を対象にした調査の結果について、入学後の生活の
予定、大学生活への不安、キャリア意識および学生支
援に着目して報告をする。キャリア意識に着目する理
由は、若年層の就業力およびキャリア教育への関心が
高まる中、新入生のキャリア意識への理解を深めるこ
とで、お茶の水女子大学に合ったキャリア教育・キャ
リア支援を実践するためである。また新入生の大学に
対する学生支援への期待や家庭の経済状況などに着目
することにより、より適切な奨学金や学生寮などの支
援活動につなげたいと考えている。

調査の概要

目的
　本調査は、2016（平成 28）年度におけるお茶の水
女子大学の学部入学予定者の実情をふまえ、有益な学
生支援の検討および実施を行うための資料とすること
を目的とした。次の 4 点から構成され、2011 年の調
査開始以降この趣旨は変えていない。

1.	 新入生の大学教育や将来への多様なニーズを把握
し、適切な学生支援事業を、入学時から行うため
の情報を得る。 

2.	 新入生の標準的な学生生活の状況を把握する。
3.	 新入生の家庭状況からその経済的基盤を推定し、

お茶の水女子大学における学生支援事業を改善す
るための基礎資料とする。 

4.	 国立大学入学者の学生生活・家庭・進路などに関
する調査研究を行うための基礎資料とする。 

調査時期および方法
　調査時期は 2016（平成 28）年 3 月、方法は質問
紙郵送法であった。一般入試合格者および保護者に対
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し、他の入学手続関係書類に調査票および調査票返送
用封筒を同封し、他の書類とともに送料不要として回
答の返送を依頼した。その他の選考による合格者およ
び保護者には、別途、調査票および調査返送用封筒を
送付し、返送を求めた。

調査分析対象
　「新入生を対象とした調査（以下、新入生調査）」は、
2016（平成 28）年度学部入学生 481 名を調査対象
とした。調査項目への回答およびデータ使用許可が得
られた調査票を有効回答票としたところ、有効回答
数は 352 名（有効回答率 73.2％）であった。回答を
得られたが、データの使用許可が得られていない者
は分析対象から除いている。最終的な分析対象者は、
2016（平成 28）年度学部入学者 352 名となった。
　次に新入生の保護者を対象とした調査（以下、保護
者調査）」では、2016（平成 28）年度学部入学生の
保護者 481 名を調査対象とし、有効回答数は 343 名

（有効回答率 71.3％）であった。保護者調査でもデー
タの使用許可が得られていない者は分析に含めていな
い。

調査内容
1.	 「新入生調査」：新入生調査では、これまでの進路

選択、入学後の学生生活、授業料の負担、学生寮
および奨学金の認知、学生生活への心配事、期待
する学生支援、大学卒業後のキャリア意識、親の
関与、出身高校が所在する都道府県、家族構成な
どについて尋ねた。

2.	 「保護者調査」：保護者調査では、主な家計支持者、
主な家計支持者の就労状況および職業、母親の就
労状況、学生寮および奨学金の認知と希望、期待
する学生支援、保護者の世帯年収、学歴などを尋
ねた。

　なお本調査で使用した調査票は「2015（平成 27）
年度新入生生活調査」（お茶の水女子大学 2015）と
同じ内容である。

分析結果

入学後の学生生活について
　2016（平成 28）年度新入生の入学後の学生生活に
ついて示す。調査項目は、大学入学後に居住予定の都
道府県、大学入学後の住居の予定、自宅外通学者の 1
か月あたりの仕送り予定金額についてである。

大学入学後に居住予定の都道府県　
　Figure1 に大学入学後に居住予定の都道府県につい
ての結果を示す。2016（平成 28）年度新入生は、東
京都に居住する者が 63.9％と最も多い。次いで埼玉
県 13.9％、千葉県 9.1％、神奈川県 8.0％であり、こ
の割合は例年ほぼ同じである。

Figure1　大学入学後に居住予定の都道府県

Figure2　大学入学後に予定している住居

大学入学後の住居の予定
　Figure2 に大学入学後に予定している住居につい
て、複数回答可として尋ねた結果を示す。「実家」が
57.1％を占め、次いで、「賃貸アパートやマンショ
ン」29.3%、「国際学生宿舎」17.3%、「お茶大 SCC

（Student Community Commons）」11.1% と い っ
た学生寮が続いている。この結果は 2015（平成 27）
年度新入生とほぼ同様の傾向である（お茶の水女子大
学 2015）。 

1 か月あたりの仕送り
　Figure3 は 1 か月あたりの仕送り予定金額（万円未
満は四捨五入）について、「実家」以外に居住予定の
者に尋ねた結果である。「5 から 7 万円」が 29.6％と
最も多く、次いで「10 から 12 万円」19.1% という
結果である。一方で「仕送りはない」9.9％を含め、
仕送り予定が 10 万円未満の学生は 61.1％である。仕
送りが 10 万円未満の学生の割合は、2015（平成 27）
年度調査では 50.5％であったが、今年度は 11 ポイン
ト程度多い。
　なお「第 50 回 学生生活実態調査の概要報告」（全
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国大学生活協同組合連合会 2015）によれば、下宿生
のうち、仕送り金額が 5 〜 10 万円の学生は 36.2％
と最も多く、仕送り 10 万円以上 29.3％を超えてい
る。一方、仕送り金額 0 の割合は 8.8％、5 万円未満
は 23.8％である。この調査とお茶の水女子大学での
調査を比較すると、自宅外に居住する学生の仕送り金
額は、全国の大学生の平均的な水準であるといえる。

大学生活での不安・心配事
　大学生活が始まって心配なことについて、全国大学
生活協同組合連合会が実施している「保護者に聞く新
入生調査」の調査項目を参考に、大学生活が始まって
心配なことについて複数回答可として尋ねた結果を
Figure4 に示す。
　最も多い項目は「授業や単位」が全体の 71.9％で
あり、「人間関係」56.5%、「就職や将来」55.1% が
それに続いている。これら上位 3 項目の割合は例年
ほぼ同様である。学部別では、文教育学部では「就

Figure3　1 か月あたりの仕送り予定額

Figure4　大学生活が始まって心配なこと Figure5　大学卒業後の進路希望

職や将来」58.4％と「生活 ･ 経済面」50.9％が他学
部より高いという結果であった。「特にない」と答え
た割合は全体の 5.7％であり、学部別では生活科学
部が 7.6％と高い。平成 27 年度は「特にない」と回
答した割合は理学部が高かった（お茶の水女子大学
2015）。

大学卒業後の進路とキャリア
　次に大学卒業後の進路希望と卒業後のキャリアに対
する意識についての結果を示す。
　Figure5 に大学卒業後の進路希望について、複数回
答可として尋ねた結果を学部別に示す。全体では、「民
間企業に就職する」が 55.1％と最も高く、生活科学
部は 63.0％と他学部に比べて高い割合である。「大学
院などに進学する（海外含む）」がそれに続いて全体
で 46.0％であった。「大学院などに進学する（海外含
む）」は学部による差異が大きく、理学部では 71.4%
であるが、文教育学部では 33.5％であった。これら
の傾向は、平成 27 年度新入生でも同様に示されてい
る。
　平成 28 年度新入生は「公務員になる」が全体の
38.4％と昨年度の 32.8％に比べて 5.6 ポイント多い
ことが特徴である。これらの公務員への進路希望は、
学部により差異もあり、文教育学部では 44.7% を占
める一方で、理学部では 27.6% にとどまっている。
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Figure6　すぐに就職して正社員・正規の職員になる

Figure7　すぐに就職するが正社員・正規の職員にこだわ
らない

Figure8　すぐに大学院などに進学する

Figure9　資格試験・公務員試験などに合格するまで就職
しない

Figure10　最初の就職先にできるだけ長く勤める

Figure11　結婚・出産したら仕事をやめる

大学卒業後のキャリア意識
　全国大学生調査コンソーシアム / 東京大学 大学経
営・政策研究センターが 2007 年に実施した「全国大
学生調査」を参考にして尋ねた結果を Figure6 から
Figure9 に示す。
　Figure6「すぐに就職して正社員・正規の職員に
なる」については、全体で「そう思う」「ある程度思
う」と回答した人（該当率）は 83.5％である。一方
で Figure7「すぐに就職するが正社員・正規の職員に
こだわらない」の該当率は 27.0％である。この結果
はこれまでの新入生と同様の傾向であり、新入生が大
学卒業後には正規雇用を志向していることを読み取る
ことができる（お茶の水女子大学 2015）。
　Figure8「すぐに大学院などに進学する」の全体で
の該当率は 62.8％である。特に理学部が高く、該当
率は 83.6％であり、これまでの新入生と同様の傾向
である（お茶の水女子大学 2015）。
　Figure9「資格試験・公務員試験などに合格するま
で就職しない」は、全体での該当率は 32.1％である。
生活科学部 39.1％と文教育学部 36.1％では該当率が
高く、理学部では低いことが特徴である。
　Figure10 と Figure11 は「就職後の勤務・退職」
について尋ねた結果である。いずれの項目も学部によ
る大きな差異はみられず、Figure10「最初の就職先
にできるだけ長く勤める」に該当する人は全体のおよ
そ 9 割に及んでいる。
　Figure11「結婚・出産したら仕事をやめる」の該
当率は 28.4％であり、「そう思わない」に回答した人
は全体では 70.7％である。特に理学部では、74.5％
と他学部に比較して高い割合であることから、理学部
の新入生は、入学時から職業を継続する意思をもつ割
合が高いことが示されている。この結果から、新入生
は結婚・出産によって仕事をやめることに賛成をして
いないか、辞めるつもりがないことが考えられるため、
結婚・出産を経てもキャリアを継続する意思があるこ
とが推察される。
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Figure12　就職や将来のことに関する父親の関与

Figure13　就職や将来のことに関する母親の関与

就職や将来に関する親の関与
　就職や将来に関する親の関与について、父親の関与
について尋ねた結果を Figure12 に、母親の関与につ
いての結果を Figure13 に示す。
　平成 28 年度新入生は、就職や将来のことに関して、
全体の 49.2％に父親の関与があり（「非常に関与す
る」＋「まあまあ関与する」に回答）、全体の 63.1％
に母親の関与がある。平成 27 年度新入生では、全体
の 48.2％に父親の関与があり、全体の 68.0％に母親
の関与があるという結果であったが（お茶の水女子大
学 2015）、平成 28 年度新入生では母親の関与がある
と答えた割合が昨年よりもやや少ない。これらの結果
から大学卒業後の進路に対するキャリア支援活動につ
いては、保護者への進路支援活動の説明および保護者
が進路選択に果たす役割について大学から情報を提供
することが必要であることが考えられた。
　学部別では、理学部において親の関与する割合が高
く、父親の関与する割合が 61.2％、母親が関与する
割合も 69.3％と他学部に比べて高い。

大学卒業後のキャリア意識と母親の就業との関連性
　新入生のキャリア意識は、母親の就業状況によって
異なるのかという点を明らかにすることを目的とし
て、キャリア意識項目と母親の就業状況とのクロス表
分析を行う。多くの新入生にとって、母親は女性の
ロールモデルとして大変身近な存在であり、そのライ
フコースは母親ロールモデルとして同様のキャリアを
歩むこともあるだろうし、また異なることもあるだろ

う。ここでは新入生が回答した大学卒業後のキャリア
に関する項目のうち「最初の就職先にできるだけ長く
勤める」と「結婚・出産したら仕事をやめる」を取り
上げ、保護者から回答を得た「母親の就業状況」との
関連を分析した。
　ここでの分析対象者は、保護者・新入生ともに回答
が得られた 334 組の新入生とその保護者のペア・デー
タである。母親の就業状況は、「フルタイム」、「パート・
自営」、「専業主婦」として保護者から直接回答を得た。
  Table1 に「最初の就職先にできるだけ長く勤める」

（初職継続）と母親の就業状況とのクロス表を示す。
分析の結果、母親がフルタイムで就業する新入生 97
名のうち、「最初の就職先にできるだけ長く勤める」
に「そう思う」と回答した人は 90.7％、「そう思わ
ない」と回答した人は 9.3％であった。次に、母親が
パートもしくは自営業として働く新入生 136 名のう
ち「そう思う」と回答した人は 91.2％、「そう思わな
い」と回答した人は 8.8％であった。そして母親が専
業主婦である新入生 101 名のうち、「そう思う」と回
答した人は 87.1％、「そう思わない」と回答した人は
12.9％であった。カイ２乗検定を行った結果、この
クロス表は統計的に有意ではなかった。よって新入生
の初職継続意識と母親の就業状況は関連性が見られな
いことが明らかになった。
　まとめると、母親がフルタイム、パートタイム、自
営などで就業している新入生において、約 9 割が初
職をできるだけ継続したいという意識をもっているこ
と、そしてその割合は、母親が専業主婦である新入生
よりも 3 ポイント程度と少し高い傾向にあると言え
よう。しかしながら、母親が専業主婦である新入生も、
87.1％が初職継続の意識をもつことやこの結果が統
計的に非有意であったことから、母親の就業状況に関
係なく、新入生の約 9 割程度は初職継続の意識を持っ
ていることが示された。
　次に、新入生の「結婚・出産後の就業継続」への意
識と母親の就業状況との関連性を見るために同様にク
ロス表分析を行った。Table2 に新入生の結婚・出産
後に対するキャリア意識と母親の就業とのクロス表を
示す。分析の結果、母親がフルタイムで就業する新
入生 97 名のうち、「結婚・出産したら仕事を辞める」
に「そう思う」と回答した人は 21.6％、「そう思わな
い」と回答した人は 78.4％であった。次に、母親が
パートもしくは自営業として働く新入生 136 名のう
ち「そう思う」と回答した人は 30.1％、「そう思わな
い」と回答した人は 69.9％であった。また母親が専
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Table 1 新入生の初職に対するキャリア意識と母親の就業とのクロス表

最初の就職先にできるだけ長く勤める
合計

そう思う そう思わない

フルタイム 88（90.7%） 9（9.3%） 97（100.0％）

パート・自営 124（91.2%） 12（8.8%） 136（100.0％）

専業主婦 88（87.1%） 13（12.9%） 101（100.0％）

合計 300（89.8%） 34（10.2%） 334（100.0％）

注. p ≒ .560（n.s.） 

Table1　新入生の初職に対するキャリア意識と
母親の就業とのクロス表
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Table 2 新入生の結婚・出産後に対するキャリア意識と母親の就業とのクロス表

結婚・出産したら仕事を辞める
合計

そう思う そう思わない

フルタイム 21（21.6%） 76（78.4%） 97（100.0％）

パート・自営 41（30.1%） 95（69.9%） 136（100.0％）

専業主婦 33（32.7%） 68（67.3%） 101（100.0％）

合計 95（28.4%） 239（71.6%） 334（100.0％）

注. p ≒ .194（n.s.） 

Table 2 新入生の結婚・出産後に対するキャリア意識と
母親の就業とのクロス表

業主婦である新入生 101 名のうち、「そう思う」と回
答した人は 32.7％、「そう思わない」と回答した人は
67.3％であった。新入生が「結婚・出産したら仕事
を辞める」ことに賛成する割合は、母親が専業主婦の
場合が最も多く、次いでパート・自営と続き、フルタ
イムで母親が就業する場合が最も少ない。しかしこの
クロス表についてカイ２乗検定を行った結果、統計的
に有意ではなかった。
　よって新入生のキャリア意識に関して、「結婚・出
産をしたら仕事を辞める」と思う割合は、母親が就業
している学生の方が、母親が専業主婦である学生より
も少ないものの統計的に有意な関連はない。
　以上の通り、新入生のキャリア意識と母親の就業と
の関連性についてクロス表を用いて分析を行った。ま
とめると新入生の初職の継続意識と結婚・出産後の
キャリア継続に関しては、両方とも母親が就業してい
るほうが、母親が専業主婦である場合と比較して、初
職継続意識と結婚・出産後のキャリア継続意識に賛成
する割合が多い傾向にある。しかし、両方とも統計的
に有意な結果は見られないことから、これらの間に明
確な関連性は見られないことが明らかになった。

奨学金の希望状況
　次に経済的支援として奨学金に焦点をあて、「奨学
金の受給経験」、「家計支持者」、「世帯年収」の項目と
の関連を探るためにクロス分析を行う。
　Table3 では、これまでの奨学金受給経験の有無と
奨学金等制度希望のクロス表を示している。これまで

に奨学金の受給経験のある者は 84.0％が奨学金を希
望しており、受給経験のない者の 46.1％と比べて高
い割合を示している。このことから、これまでに奨学
金の受給経験がある者は奨学金を希望する割合が高い
ことが明らかである。この傾向は前年度調査でも同様
であった。（お茶の水女子大学 2015）
　次に主な家計支持者と奨学金等制度の利用希望のク
ロス表を Table4 に示す。家計支持者が母親の場合、
奨学金等制度の利用を希望する割合は 78.3％であり、
家計支持者が父親である場合の 46.9％と比べて高い
割合を示している。よって家計支持者が母親の場合は
奨学金等制度を希望する割合が高いことがわかる。こ
の傾向は前年度調査と同様であった。
　Table5 は世帯年収と奨学金等制度の利用希望のク
ロス表である。世帯年収が 1200 万円以上の選択肢は
合算してクロス表を作成した。前年度調査と同様に、
世帯年収が低いほど奨学金を希望する割合が高く、世
帯年収が高いほど奨学金を希望する割合が低いことが
明らかである。
　続いて、奨学金等制度の認知率と利用希望の割合
について、過去 5 年の結果と比較して分析を行う。
Figure14 では保護者の奨学金等制度の認知について
過去 5 年の結果と比較している。奨学金等の制度に
ついて 1 つでも知っているものがある場合「知って
いる」として分析を行った。今年度は「知っている」
が 77.9％であり、昨年度に引き続いて過去 5 年で最
も低い認知率を示している。
　Figure15 は保護者の奨学金等制度の利用希望につ
いて過去 5 年の結果と比較したものである。今年度
は奨学金等制度の利用を「希望する」が 40.4％であっ
た。今年度「希望する」と回答した割合は過去 5 年
の中で最も低い割合である。
　以上の分析結果から、奨学金の希望状況について
は「奨学金受給経験のある家庭」、「家計支持者が母親
である家庭」、「世帯年収の低い家庭」といった、経済
的に困難と考えられる家庭において奨学金等制度の利
用を希望する割合が高いことが示された。また過去 5
年の調査結果との比較から、奨学金等制度の認知率は
低下しており、奨学金等制度の利用希望の割合は過去
5 年で最も低い割合を示していることが明らかになっ
た。
　奨学金のような経済支援を必要とする家庭に対し
て、必要な情報が確実に届くよう、引き続き広報をし
ていくべきである。また、奨学金にもさまざまな種類
があることや、学費には免除・猶予制度などがあるこ
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Figure14 保護者の奨学金等制度の認知について過年度比
較

Figure15 保護者の奨学金等制度の利用希望　過年度比較

Table5　世帯年収 と 奨学金希望 のクロス表

とを周知することで、それぞれの家庭の事情に合った
経済支援を選択できるようにしていく必要がある。

学生寮の希望状況
　次に、生活支援として学生寮に焦点をあて、認
知状況と入寮希望状況についてみていく。まず、
Figure16 はお茶の水女子大学の学生寮別に、新入生
の認知率を示したものである。同大学には国際学生
宿舎（学部生対象）、お茶大 SCC（学部 1・2 年生対
象）、小石川寮（大学院生対象）の 3 つの学生寮があり、
複数回答可として集計した。
　3 つの学生寮の中では、お茶大 SCC の 68.8％が最
も高い認知率を示している。続いて国際学生宿舎は
54.5％の認知率であった。
　次に学生寮の認知と入寮希望状況について、クロス
分析を行う。Table6 は新入生の「入学後の予定住居」
と学生寮の認知についてクロス分析を行った結果であ
る。入学後の予定住居が「賃貸マンション・アパート」、

「大学の寮」、「大学以外の寮」、「その他」と選択した
ものを「実家以外」の項目としてまとめ、分析を行っ
た。これによると、入学後の予定住居が実家以外の学
生は学生寮を「知っている」と答えた割合が 88.1％
で、入学後の予定住居が実家であると回答した学生の
60.3％より高い割合を示している。
　次に Table7 では、世帯年収と学生寮入寮希望のク
ロス表を示している。世帯年収 1200 万円以上の選択

Table 3　奨学金受給経験の有無と奨学金希望のクロス表

Table 4　家計支持者 と 奨学金希望 のクロス表
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Figure16　学生寮に対する認知（寮別）

Table 6　入学後の予定住居 と 学生寮認知 のクロス表

Table 7　世帯年収 と 学生寮希望 のクロス表

肢は合算してクロス表を作成した。世帯年収が 400
万円未満の場合入寮を希望する割合は 54.5％であり、
世帯年収 1200 万円以上の場合の 14.7％と比べて高
い割合を示していることがわかる。世帯年収が低いほ
ど学生寮への入寮を希望する割合が高く、世帯年収が
高いほど入寮希望の割合は低くなることが明らかに
なった。　
　Table8 は入学後の暮らし向きと学生寮入寮希望の
クロス表である。入学後の暮らし向きに「ゆとりがな
い」と回答した者は 41.9％が学生寮への入寮を希望
しており、これは入学後の暮らし向きに「ゆとりがあ
る」と回答した者の 10.6％と比較して高い割合を示
している。これは昨年度と同様の傾向を示している。

（お茶の水女子大学 2015）
　続いて、学生寮の認知と入寮希望について、過去
5 年の調査結果と比較して分析を行う。Figure17 は、
新入生の学生寮の認知率について過去 5 年の調査結
果と比較したものである。
　今年度の認知率は 71.5％であり、平成 26 年度調査
以降認知率が徐々に低下している。また Figure18 で
は保護者の学生寮利用希望について過去 5 年の結果
と比較したものである。Figure18 によると、今年度
は入寮を「希望する」が 27.3％であり、昨年度と比
較して 5.2 ポイント増加がみられた。
　以上の分析結果から、学生寮の希望状況について、

「新入生の入学後の予定住居が実家以外の家庭」、「世
帯年収が低い家庭」、「入学後の暮らし向きにゆとりが
ないと感じている家庭」は学生寮への入寮を希望する
割合が高いことが示された。経済的に困難な家庭の学
生が入寮を希望していると推察され、奨学金等制度の
ような経済支援の 1 つとして学生寮が捉えられてい
ると考えられる。
　また過去 5 年間の調査結果との比較から、学生寮
の認知率の低下がみられる一方で、入寮希望の割合は
増加していることが明らかになった。
　学部生対象の学生寮である国際学生宿舎とお茶大
SCC はそれぞれ特徴が異なるものであるため、新入
生がその特徴をよく理解した上で入寮を検討できるよ
う、情報を発信していくことが求められる。例えば、
国際学生宿舎は通学距離に一定の制限を設けている
が、お茶大 SCC は通学距離での制限はないことなど
をはじめとして、入寮条件や居住空間、生活形態等が
全く異なっている。入寮を希望する家庭の学生が自分
自身に合った寮を選択できるように、それぞれの特徴
を周知していく必要がある。
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Figure 17　新入生の学生寮認知率　過年度比較

Figure 18　保護者の学生寮利用希望

Table 8　入学後の暮らし向き と 学生寮希望 のクロス表

まとめ

　2016（平成 28）年度新入生調査および保護者調査
について、記述統計およびクロス集計によって分析を
行った。主な結果をまとめる。

大学生活での不安
　新入生が大学生活に不安を感じることで最も多いの
は「授業や単位」71.9%、次いで「人間関係」56.5%、「就
職や将来」55.1％である。こうした不安に対して、
新入生には学生相談室があることや大学独自のキャリ
ア支援活動があることなどを十分に知らせることが必
要である。

卒業後の進路希望
　大学卒業後の進路希望について、複数回答可として
尋ねた結果、全体では「民間企業に就職する」が最
も高く 55.1％、「大学院などに進学する（海外含む）」
がそれに続いて 46.0％であった。ただし「大学院な
どに進学する（海外含む）」は学部による差異も大
きく、理学部では 71.4% であるが、文教育学部では
33.5％程度であった。これらの傾向は、平成 27 年度
新入生でも同様に示されている。

学生の就職や進路に対する父親・母親の関与
　平成 28 年度新入生では、就職や将来のことに関
して、全体の 49.2％に父親の関与があり、全体の
63.1％に母親の関与がある。学部別では、理学部で
の親の関与する割合が高く、父親の関与する割合が
61.2％、母親が関与する割合も 69.3％と他学部に比
べて高いことが特徴である。学生支援に際しては、保
護者に対する十分な説明と連携がお茶の水女子大学で
はより一層保護者から求められるであろうし、学生支
援をより有効にし得る。

自宅外学生の仕送り金額
　自宅外学生の仕送りに関して、平成 28 年度新入
生は、仕送りが 10 万円未満の割合が昨年度に比べ
て増加した。「実家」以外に居住予定の者に尋ねた結
果から、1 ヶ月の仕送り金額について、「仕送りはな
い」9.9％を含め、仕送り予定が 10 万円未満の学生
は 61.1％である。仕送りが 10 万円未満の学生の割合
は、2015（平成 27）年度調査では 50.5％であったが、
今年度は 11 ポイント程度多いことが示された。この
結果から、自宅外学生が経済的に安心した学生生活を
送るために、奨学金を含めた経済的支援の充実と学生
への周知が必要である。

奨学金と学生寮
　奨学金等制度の希望状況については、経済的に困難
状況にあると考えられる家庭の学生は奨学金等制度の
利用を希望する割合が高いことが示され、過去 5 年
と比較すると奨学金等制度の認知率は低下している。
そして奨学金を希望する割合は過去 5 年の中で最も
低い割合であることが明らかになった。
　学生寮の入寮希望状況については、奨学金を希望す
る家庭と同様、経済的に困難があると回答した家庭
の学生が入寮を希望しており、大学の経済的支援の 1
つとして捉えられていると推察される。過去 5 年の
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結果と比較すると、学生寮の認知率は低下しているも
のの、入寮を希望する割合は昨年度と比べて増加して
いることが明らかになった。
　これらの現状を踏まえ、必要とする家庭に的確な情
報が届くように学生寮や奨学金などについて周知をす
ると共に、それぞれの家庭・学生のニーズに添った支
援を選択できるように情報を発信していくことが重要
である。

注

調査にご協力くださいました 2016 年度新入生とその
保護者に心から感謝申し上げます。
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